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チェルノブイリ事故による遺伝影響についての長期的研究 
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１．はじめに 

チェルノブイリ事故影響に関する遺伝性先天性疾患研究所におけるほぼ 20 年間にわたるベラルー

シ住民の調査結果は、少なくとも４つの事項がチェルノブイリ事故と関係していることを示してい

る。そのうち３つの関係性は証明されたものであり、ひとつは関係がありそうなものである。はじ

めの３つには： 

• Cs137 汚染 555kBq/m2 以上の地域において、妊婦と新生児における染色体異常頻度が 1986～

1988 年に著しく増加したこと； 

• 同じ地域の同じ時期において、人工的流産胎児と新生児に認められた発達障害の頻度が著しく増

加したこと； 

• 1986 年 4 月 26～30 日に最も放射線の強かった地域に滞在していた母親から 1987 年 1 月に生まれ

た子供たちにダウン症のピークが認められること． 

証明はされていないものの可能性のある事柄は、チェルノブイリ事故前と事故後における、構造

的染色体異常（SCA）の内容の変化である。遺伝病につながるような新たな（de novo）染色体異常

が、親からの遺伝的染色体異常（inherited SCA）に加えて認められている。観察された変化の病因は

一様ではない。トリソミーを含めて染色体異常の増加が主に放射線被曝によってもたらされたとし

ても、1987～1989 年に認められた増加は、多因子的な分類に属する障害である。つまり、この種の

疾病の原因には、放射線のみならず、栄養障害や、ホルモン、免疫などが関係している。 

 

２．遺伝細胞学的影響に関する調査結果 

ベラルーシのゴメリ州とモギリョフ州において、チェルノブイリからの放射能汚染がもっとも大

きな地区に居住していた妊婦とその新生児を対象に細胞遺伝学的調査を実施した。末梢血リンパ球

を培養しその染色体異常を通常の方法で検査した（Г.Лазюк и др.,1999）。表１に明らかなように、

すべての妊婦と新生児グループにおいて、二動原体と環状染色体異常の頻度が増加しており、生物

学的に有意な放射線被曝を受けたことが認められる。 

 

表１．ベラルーシの汚染地区と非汚染地区の妊婦と新生児における、二動原体と環状染色体の頻度 

地域 対照グループ 検査細胞数 環状・二動原体頻度（%） 

第１グループ* 14645 0.32 
新生児第１グループ 9167 0.38 ゴメリ州 
第２グループ** 7753 0.14 
第３グループ*** 7715 0.19 

モギリョフ州 
新生児第３グループ 7486 0.21 

対照地域 
ノボポーラツク市 第４グループ**** 4965 0.04 
ミンスク市 新生児 9670 0.04 
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• * - 第１グループ：1986 年 5-6 月にゴメリ州の最大汚染地区から避難した妊婦； 
• ** - 第２グループ：Cs137 汚染 137-555kBq/m2かそれ以上の地域に１年以上居住した妊婦； 
• *** - 第３グループ：Cs137 汚染 137-555kBq/m2かそれ以上の地域に２年以上居住した妊婦； 
• **** - 第４グループ：ノボポーラツク市の対照グループの妊婦． 

避難した妊婦（第１グループ）での変異影響は、事故後半年から１年の間に妊娠した妊婦（第２

グループ）や、Cs137 汚染 137-555kBq/m2 かそれ以上の汚染地域に２年以上居住した妊婦に比べて大

きい。また、新生児グループの環状・二動原体染色体頻度は、その母親グループより大きいことが

認められる（ゴメリ州で 0.38％対 0.32％、モギリョフ州では 0.21％対 0.19％）。 

３．胎児の発達障害に関する調査結果 

胎児期の発達障害に関する調査は、人工的流産によって得られた胎児や新生児を検査することに

よって実施された。 

３－１．人工的流産の調査結果 

社会的流産、つまり女性の意志によって中断した妊娠から得られた胚子や胎児の検査を行った。

調査試料は選択的に収集されたものではないので、調査は実質的に人口全体を反映している。 

流産手術は、妊娠５～12 週の段階で助産・婦人科の専門医療施設において子宮掻爬の方法で実施さ

れた。得られたサンプルは、ホルマリンで固定されない状態で、ステレオ顕微鏡や病理切片を用い

て、遺伝性先天性疾患研究所の胎児専門家が検査した。必要な場合には、組織を培養して細胞遺伝

学的な検査を行った。胎児性発達障害の認定は、検査した器官の大きさに基づいて行った。検査し

た胎児の総数は３万 1000 以上で、そのうちチェルノブイリ汚染地域からのサンプルが 2701 件、残

りはミンスク市の女性から得られたサンプルで対照グループである。放射能汚染地域の人工的流産

からの胎児に認められた発達障害頻度は、同時期にミンスク市で認められた頻度より著しく大きか

った（7.2％対 4.9％）。発達障害の増加はすべての器官において認められたが、とくに多くなってい

たのは、唇口蓋裂、腎臓、尿管の倍加、多指症、神経管欠陥であった。人工的流産で観察された発

達障害増加の大部分が病因的に不均一なものであることは、それへの放射線被曝の寄与を一義的に

見積もることを困難にしている。そのうえ、異数性の増加や組織硬化細胞死といった、放射線に特

徴的な影響は認められなかった。 

３－２．発達障害に関する調査結果 

遺伝的問題によって医学的流産によって妊娠中絶させられた胎児、（死産児）、新生児における

発達障害の頻度を調べた。この調査には、遺伝性先天性疾患研究所において 1979 年から実施されて

いる、先天性発達障害国家登録のデータを用いた。ベラルーシ国家登録の詳細は、2003 年のラジュ

ークらの論文(7）に述べてある。ここでは、重度発達障害（VPRSU）の結果のみを示す。このカテ

ゴリーは、誕生前または新生児において診断された次のような障害が属する。無能症(Q00)、脊椎披

裂(Q05)、唇口蓋裂(Q35, Q37)、多指症(Q69)、四肢欠損(Q71, Q73)、食道閉塞(Q39, Q39,2)、肛門閉塞

(Q42, Q42,3)、ダウン症(Q90)、複合発達障害(Q86, Q87, Q89,7, Q91-93,Q96-99).重度複合障害頻度の分

析は４つのグループに分けて行った。第１グループは、Cs137 汚染レベルが 555kBq/m2以上のゴメリ

州とモギリョフ州の 17 地区で、第２グループは、第１グループの対照グループとなるもので、

Cs137 汚染レベルが 37kBq/m2以下のベラルーシ国内 30 地区である。第３グループは、（州都は除い

て）汚染レベルに関係なくゴメリ州とモギリョフ州全体である。そして第４グループ、これは第３
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グループの対照グループとして、（首都ミンスク市と州都ビテプスク市を除いた）ミンスク州とビ

テプスク州全体である。 

図１に容易に認められるように、事故前に同じレベルだった重度発達障害頻度が、チェルノブイ

リ事故後の３年間は、第１グループでの頻度が対照グループに比べて著しく大きい。 

図１．ベラルーシの汚染 17 地区（N=982）と対照 30 地区（N=1876）における重度先天性発達障害頻度 

その後の時期では、両地域の先天性発達障害頻度に統計的な違いはないが、年ごとのゆっくりした

増加が認められている。その結果、1990～2003 年での障害頻度は両地域とも上昇し、1987～1989 年

に汚染地域で観察されたレベルに達している（表２）。 

表２．最汚染地区と対照地区における重度先天性発達障害頻度 

３期別（1981-1986、1987-1989、 1990-2003) 

対象地域 汚染 17 地区 対照 30 地区 

年 1981-1986 1987-1989 1990-2003 1981-1986 1987-1989 1990-2003

新生児数（死産を

含む） 
58128 23925 72143 98522 47877 153680 

重度先天性発達障

害数 237 187 558 430 239 1207 

頻度(1000 件当り) 4.08 7.82* 7.73 4.36 4.99 7.85 

重度先天性発達障害の頻度を、図２のように州単位（第３グループと第４グループ）で比較した

場合には、事故後の３年間に頻度増加の傾向はあるものの、最大汚染地域に観察されたような上昇

は認められない。 

図２．汚染州（ゴメリ州とモギリョフ州、N=5692）と対照州（ビテプスク州とミンスク州）の重度先天性発達障害

頻度 
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重度先天性発達障害頻度の３年間の増加が、州単位の扱いで小さくなったのは、最大汚染地域

（Cs137 汚染 555kBq/m2 以上 17 地区）の結果が、州という、人口が多くて汚染が小さく比較的クリ

ーンなところを含む大きな地域によって「薄められた効果」であろう。さらに（第４グループであ

る）ミンスク州には、汚染レベルが 175kBq/m2を越える地域も含まれている。 

ゴメリ州とモギリョフ州最大汚染 17 地区における重度先天性発達障害の相対リスクは、1981～

1985 年は 0.9 であったものが、1987～1989 年に 1.6 に上昇し、その後（1990～2003 年）には 1.0 に下

がっている。とくに増えている、つまり相対リスクが大きい障害は、多指症、四肢短縮および複合

発達障害である。これらの障害は優性突然変異に特徴的であり、その発生要因には電離放射線被曝

が大きく寄与するものである。以上のように、ベラルーシの中でチェルノブイリによって大きな汚

染をうけた地域では、重度先天性発達障害頻度の増加が３年間（1987-1989）認められた。 

最近の障害頻度は、汚染レベルに関係なく増加傾向を示しており、「クリーン」地域と汚染地域で

の実質的な違いは認められない。日本での原爆後の調査のように、もしも、ベラルーシでもチェル

ノブイリ事故から４、５年たってから先天性発達障害の調査をはじめたならば、汚染地域と非汚染

地域での頻度の違いは観察できなかったであろう。 

 

４．染色体および遺伝的変異影響に関する調査結果 

これまでの多くの研究結果が示しているように、チェルノブイリ事故によって放出された放射能

による被曝によって、住民の体細胞の突然変異が増加している(И.Елисеева, 1991, М. Пилинская, 

С.Дыбинский, 1992, G.Lazjuk et al,1995)。ヒトの性細胞においても同じような変異が生じていると考

えられるが、チェルノブイリ事故に関してそのような調査は実施されていない。間接的ではあるが、

そのような影響について遺伝性先天性疾患研究所の調査結果を基に考察できる。研究所では、チェ

ルノブイリ事故前と事故後について、ダウン症と遺伝病の新生児に関する染色体構造異常データが

得られている。 

４－１．ダウン症 

ダウン症に関する調査結果は、ベラルーシ全体の年変動および州ごとのより大きな年変動（100％

以内）の中で、1987 年１月に（2.5 倍という）急なピークが認められている。そのうち、ゴメリ州で

の頻度が 1000 人当り 3.6 件と最大であった。そのようなダウン症の頻度は、期待される値を 2-3 倍

越えるものである（表３）。 

表３．1987 年 1 月に生まれたダウン症児の地域分布 

頻度（1000 人当り） 
地域 

1987 年 1 月 1981-1989 年 
О Е О/Е 

95% 

信頼区間 

ベラルーシ全体 2.5 1.0 31 13.9 2.2 1.5 3.2 
ゴメリ州 3.6 1.1 8 2.6 3.1 1.4 6.2 
ミンスク州 3.1 1.1 6 2.2 2.8  1.0 6.0 
ミンスク市 2.7 1.1 6 2.6 2.3 0.9 5.1 
ビテプスク州 2.2 1.0 4 1.8 2.1 0.6 5.7 
グロードゥノ州 1.7 0.9 3 1.6  1.9 0.2 4.6 
モギリョフ州 1.2 0.9 2 1.5 1.3 0.2 4.9 
ブレスト州 1.0 0.8 2 1.8 1.1 0.1 4.0 
注：O – ダウン症観察数、Е – ダウン症期待値 
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おそらく確かなこのピークの原因についての研究(Г.Лазюк и др., 2002, G.Lazjuk et al, 2003)により、

妊婦の年齢構成の違い、出生前診断、さらに緊急事態における関心の増加といった要因は増加の原

因ではないことが示されている。この結果についての多くの議論の後、ベラルーシ住民に対する短

期間の強い放射線被曝にともなう女性配偶子への影響が唯一の原因であると認められた。この結論

は、（放射線はもっとも強かった時期に妊娠してその９カ月後に出生という）時期的な集団発生、

事故初期の放射能雲の軌跡と一致するダウン症児の地域分布、ほ乳類妊娠直前の卵形成期での放射

線感受性増加と放射線レベル最大時期の一致、によって支持されている。 

 

４－２．構造的染色体異常をともなう染色体病に関する調査 

染色体異常が原因となる病気のひとつに、構造的染色体異常（SCA）がある。そして SCA には、

親の生殖細胞での突然変異（デノボ SCA）ともっと先祖での突然変異（相続性 SCA）がある。デノ

ボ SCA と相続性 SCA との割合変化を調べることによって、たとえば放射線被曝といった、変異性要

因がもたらす遺伝的変化を判断できる。 

ベラルーシ遺伝性先天性疾患研究所においては、チェルノブイリ事故前と事故後における、汚染

地域と対照地域でのデノボ SCA と相続性 SCA の比率に関する調査を行っている。ここでは、ベラル

ーシ新生児発達障害国家登録の 1979～1998 年のデータを用いた。SCA によるさまざまな染色体病の

子供をもつ、全部で 209 家族が検査された。チェルノブイリ事故前が 72 家族で、事故後が 137 家族

である。表４に示したように、汚染地域と対照地域におけるデノボ SCA と相続性 SCA の割合は、チ

ェルノブイリ事故前は両地域に統計的に有意な違いはない（t=0.9、P=0.58）。 

1987-1998 年においては、染色体病児のデノボ SCA と相続性 SCA の関係は、汚染地域と「クリー

ン」地域ともにデノボ SCA が増加しているが、汚染地域での増加がより大きかった（89％対 68％、

t=2.99、P=0.99）。 

表４．ベラルーシの染色体病児における構造的染色体異常のうちデノボと相続性の割合 

放射能汚染地域 非汚染地域 生年 

デノボ 相続性 計 デノボ 相続性 計 

合計 

1979-1986 11(61%) 7 18 28(52%) 26 54 72 

1987-1998 24(89%) 3 27 75(68%) 35 110 137 

1979-1998 35 10 45 103 61 164 209 

 

以上のように、より広範な調査結果が必要とされているが、デノボ SCA の割合が増加しつつある

というこれまでの調査結果は、遺伝的構造に対して変異源が作用していることを示しており、なか

でも放射能汚染地域において顕著である。 

なお、本論文に関連る詳細なデータは、現在 Tekeichi らによって編集作業中のレポートに詳しく

示してある。 
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